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障害福祉サービス等報酬改定に当たっての要望について（概要） 
 

全国肢体不自由児施設運営協議会 
 

本年７月１６日に、取りまとめられました障害児支援の在り方に関する検討会報告書における 
提言を十分に踏まえ、医療型障害児入所施設の運営が継続的かつ安定的になされるよう、以下の 
事項について特段のご配慮をお願い申し上げます。 

 

１．施設機能の活用と適正評価について 
・ 医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）においては、肢体不自由児のみならず、 
重症心身障害児の急変時の治療、レスパイトなどの短期入所、将来の二次障害をみすえての 
入所集中リハなど数日から数か月間の利用のニーズに対応しています。 

・ 被虐待児、家庭破綻による医療療育（教育を含む）を必要とする重度例の社会的入所が 
増加し、児童相談所あるいは乳児院などから最も頼りにされているが、応え切れていません。 

・ 身体機能を最大限に伸ばすといった一定目的をもった入所を制限せざるを得ない状況に 
あります。 

・ このため、一定目的をもった短期間の入所機能の維持のために、セイフティネットとして 
  の長期間の入所の制度的な裏付けに加え、有期間の入所機能を維持できますように有期の 

医療療育の入所に対し、報酬上の評価をしていただきますようよろしくお願いいたします。 

２．一元化等を踏まえた職員配置について 
・ 平成２４年度から障害児入所支援における一元化が行われましたが、それまでの障害種別 

ごとの人員配置基準や報酬体系については支援費の時代から何ら変えられることなく、今日 
まで残された形となっております。 

・ 特に１．に関して、入所児の４割を重症心身障害児が占めており、多くの職員を要し人件 
費が多大な割合となっています。 

・ つきましては、障害種別ごとの専門性を維持することにも配慮しつつ、必要な人員配置が 
可能となるような施設給付費の設定についてご配慮をお願いいたします。 

３．加算措置の拡充について 
・ 医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）においては、年々増加傾向にある被虐待児 

  や発達障害児への取り組みなど、多様なニーズに対応して専門の職員を配置するなどして 
支援を行ってきているところであります。 

・ また、ＮＩＣＵから在宅移行へとつなぐ２ヶ月前後の親子入所においては、その必要性が 
  増す中で、重症児の長期入所が優先され、規模を縮小せざるを得ない状況にあります。さら 

に、古くから医療型通所施設や特別支援学校への技術支援を現在まで行ってきています。 
・ なお、既に入所している１８歳以上の加齢児への対応については、早急な対策が求めら 

れるところです。 
   ・ つきましては、多様なニーズに適切に対応するために必要な加算措置を講じていただく 

ようお願いいたします。 
 ○ 心理的ケア加算（被虐待児及び発達障害児対応加算） 
   年々増加する被虐待児や発達障害を合併する児を対象として、カウンセリングやペアレン 

トトレーニングの手法を用いて児への適切な関わり方を保護者に習得してもらうことにより 
安定的な親子関係を構築することを目的として被虐待児や発達障害を合併する児を受け入れ 
た施設に臨床心理士を配置した場合に加算する。 

○ 家族支援加算（親子入所における母親指導・家族支援に対する指導加算） 
   平成 24年度から親子入所については小規模グルーフケアの対象とされましたが、親子入所 

中の母親からは水道光熱費や食事代などの実費分のみ負担していただいています。親子入所 
期間中には日常生活における援助の手法や留意点など様々な形でたくさんの支援を行って 
おります。入所中の母親指導に対する加算を設けるなど適正な評価をお願いいたします。 

○ 地域支援加算 
   個別給付ではなく、施設機能に対する地域支援加算を設けるなど適正な評価をお願いいた 

します。 
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障害福祉サービス等報酬改定に当たっての要望について 
 
 
 日頃より当協議会の事業運営にご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 
 特に障害児の療育支援につきましては並々ならぬご配慮をいただき感謝いたして 
おります。 
 さて、本年７月１６日に、相談支援の推進、支援に関する情報の共有化、児童相談 
所等との連携及び支援者の専門性の向上等を柱とする、障害児支援の在り方に関する 
検討会報告書が取りまとめられたところであります。 
 つきましては、本報告書における提言を十分に踏まえ、医療型障害児入所施設の 
運営が継続的、かつ安定的になされるよう、以下の事項について特段のご配慮をお願 
い申し上げます。 
 
 

１．施設機能の活用と適正評価について 

  医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）においては、在宅児童を随時受け 

入れられることから、特に在宅重症心身障害児の支援の要となっています。肢体不 

自由児のみならず、重症心身障害児の急変時の治療、レスパイトなどの短期入所、 

将来の二次障害をみすえての入所集中リハなど数日から数か月間の利用のニーズ 

に対応しています。被虐待児、家庭破綻による医療療育（教育を含む）を必要と 

する重度例の社会的入所が増加し、児童相談所あるいは乳児院などから最も頼りに 

されているが、応え切れていません。理由の一つは上記の数ヶ月間の入所機能を 

確保するためである。身体機能を最大限に伸ばすといった一定目的をもった入所 

を制限せざるを得ない状況にあります。 

  このため、一定目的をもった短期間の入所機能の維持のために、セイフティネッ 

トとしての長期間の入所の制度的な裏付けに加え、有期間の入所機能を維持できま 



すように有期の医療療育の入所に対し、報酬上の評価をしていただきますようよろ 

しくお願いいたします。 

 

２．一元化等を踏まえた職員配置について 

  平成２４年度から障害児入所支援における一元化が行われましたが、それまでの 

障害種別ごとの人員配置基準や報酬体系については支援費の時代から何ら変えられ 

ることなく、今日まで残された形となっております。特に１．に関して、入所児の 

４割を重症心身障害児が占めており、多くの職員を要し人件費が多大な割合となっ 

ています。 

  つきましては、障害種別ごとの専門性を維持することにも配慮しつつ、必要な 

人員配置が可能となるような施設給付費の設定についてご配慮をお願いいたします。 

 

３．加算措置の拡充について 

  医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）においては、年々増加傾向にある 

被虐待児や発達障害児への取り組みなど、多様なニーズに対応して専門の職員を 

配置するなどして支援を行ってきているところであります。 

  また、ＮＩＣＵから在宅移行へとつなぐ２ヶ月前後の親子入所においては、その 

必要性が増す中で、重症児の長期入所が優先され、規模を縮小せざるを得ない状況 

にあります。さらに、古くから医療型通所施設や特別支援学校への技術支援を現在 

まで行ってきています。 

 なお、既に入所している１８歳以上の加齢児への対応については、早急な対策が 

求められるところです。 

つきましては、多様なニーズに適切に対応するために必要な加算措置を講じて 

いただくようお願いいたします。 

 ○ 心理的ケア加算（被虐待児及び発達障害児対応加算） 

   年々増加する被虐待児や発達障害を合併する児を対象として、カウンセリング 

やペアレントトレーニングの手法を用いて児への適切な関わり方を保護者に習得 

してもらうことにより安定的な親子関係を構築することを目的として被虐待児や 

発達障害を合併する児を受け入れた施設に臨床心理士を配置した場合に加算する。 

○ 家族支援加算（親子入所における母親指導・家族支援に対する指導加算） 

   平成 24 年度から親子入所については小規模グルーフケアの対象とされました 

が、親子入所中の母親からは水道光熱費や食事代などの実費分のみ負担していた 

だいています。親子入所期間中には日常生活における援助の手法や留意点など 

様々な形でたくさんの支援を行っております。入所中の母親指導に対する加算を 

設けるなど適正な評価をお願いいたします。 

○ 地域支援加算 

個別給付ではなく、施設機能に対する地域支援加算を設けるなど適正な評価を 

お願いいたします。 



＜参考＞ 
  －障害児支援の在り方に関する検討会報告書－（抜粋）（平成 26 年 7 月 16 日） 
 
 ３．今後の障害児支援が進むべき方向（提言） 
  （１）地域における「縦横連携」を進めるための体制づくり 
    ① 略 

② 入所施設の機能の活用 
 ○ 具体的な機能としては、短期入所等による家族支援、親子入所等に 

よる保護者の育児能力向上への支援、医療機能を持つ施設については 
医療支援、児童福祉施設等への専門的な支援、施設での実地研修や出張 
研修による人材育成、あるいは地域住民が障害児者に対する理解を深め 
るための活動等が期待できる。さらに、特に医療支援その他専門性の 
高い支援を行うに当たっては、地域で生活する障害児の支援を行う観点 
から、障害児の身体機能を最大限に伸ばす、あるいは行動障害を軽減す 
る等の一定目的をもった短期入所よりも長い期間の入所の制度的な裏付 
けを検討することも必要である。厚生労働省においては、今後の制度 
見直しの検討に当たっては、そのような入所施設の機能の内容について 
整理して具体化していくべきである。 

  （５）個々のサービスの質のさらなる確保 
    ① 一元化を踏まえた職員配置、専門職の確保等 
     ○ 平成 24 年度から障害児通所支援及び障害児入所支援における一元化 

が行われたが、それまでの障害種別ごとの人員配置基準や報酬体系が 
残されている状況である。今後、障害種別ごとの専門性を維持すること 
にも配慮した上で、人員配置基準や報酬体系の一元化についてもさらに 
進めるべきである。また、それにあわせて、各支援類型における支援の 
在り方や必要な人員配置について改めて検討すべきである。 

    ② 入所施設の生活環境の改善等 
     ○ また、障害児入所施設が持つべき機能については、児童養護施設等と 
      同様に、子どもの心の傷を癒やして回復させるための専門的ケアの充実、 
      家庭復帰を目指した親子関係の再構築支援、施設退所後のアフターケア 
      を行う相談支援などが考えられる。 
     ○ さらに、重症心身障害児者への入所支援については、成長した後でも 
      本人をよく知る職員が継続して関われるようにするなど、児者一貫した 
      支援が望ましい。そのような重症心身障害の特性を踏まえ、障害児入所 

施設と療養介護が一体的に実施できる事業所指定の特例措置を恒久的な 
制度にする必要がある。さらに、その他の障害児入所施設についても、 
利用者が 20 歳になった後の扱いについて、本人に不利益が起きないよう 
きめ細かな対応を行うべきである。 




























